立法政策論（2006年度春学期）
担当：柳瀬　昇
第9回　政策的妥当性

1. 実現可能性・実効性
実現可能性のない立法は、存在に意味がないし、国民も守らない。国民に対して不可能を求める立法の遵守を強行するならば、社会的な混乱が惹起されるばかりか、立法の権威を堕落せしめ、ひいては人々の遵法意識を低めてしまう。
実効性についても、同様のことがいえる。

2. 効率性
　社会に存在する資源は有限である以上、限られた予算や人員で最大限の効果が出るように制度設計を行うのは当然である。費用と便益とを比較衡量し、効用があまりにも低い政策は、避けられるべきである。

3. 公正性・公平性

　法の理念は正義であるから、立法は、公正で公平なものでなければならない。法は個人を平等（日本国憲法14条）に扱わなければならないので、合理的な理由なく個人を不利に扱うことは許されないのと同時に、個人を過度に有利に扱うことも許されないと解するべきである（国民に給付を行う政策の場合、当該給付の合理性が問題となる）。
4. 手続の適正性

　実体の法定・適正はもちろんのこと、手続についても、法律で定め、かつ、適正であるべきである。特に、刑罰手続や行政手続は、法律で定め、かつ、それが適正でなければならない（日本国憲法31条）。
例えば、許認可制を導入する場合には、許認可処分についての審査基準や標準処理期間を設定するべきであり（行政手続法5条、6条等）、必要があれば、告知・聴聞制度を設けるべきである（行政手続法13条）。また、基準や計画の策定など、行政的な決定を行う場合の手続に国民を参加させていくことも望ましい。
5. 安定性

　法によって形成された秩序は、安定的なものでなければならない。法は、それを前提に活動する国民の信頼や予測を裏切るものであってはならない（法の自由保障機能、期待可能性）ので、朝令暮改は許されない。
　制度の創設・改廃にあたっては、合理的な周知期間を設定し、国民生活に急激な変化を与えずに行うべきであり、それが回避できない場合には、激変緩和措置を講ずる必要がある。既得の権利や地位は排除せず、できるかぎり維持するように努めるべきであるが、排除が不可避な場合でも、これを漸進的に行うべきである。その排除により国民の財産権が侵害される場合には、補償措置が必要になることもある（日本国憲法29条3項）。しかし、それによって改革が無意味化するようであれば、本末転倒である。

立法以前になされた行為に対しては、それが行為者にとって有利に機能する場合は別論として、事後的にその措置を適用し、不利益を与えてはならない（遡及法の禁止）。特に、刑罰法規に関しては、遡及処罰は日本国憲法39条に違反し、許されない。
6. 政策的妥当性に関する事例研究

〔ケース1〕アメリカ合衆国憲法修正18条
· 酒精飲料の醸造、販売、運搬及び輸出入を禁止するアメリカ合衆国憲法修正18条及びそれに基づく全国禁酒法（ボルステッド法）は、第一次世界大戦のさなか、道徳意識の高揚と禁酒運動の高まりを受けて、1919年に制定された。

· 実際には、飲酒（それ自体は禁止されていない）は減らなかったといわれる。それどころか、ギャングが酒類の密造・密売を行い、巨利を博するようになった。

· 1933年、修正18条を廃止することを内容とする修正21条が制定された。

· 個人の嗜好に関わる飲酒等を包括的に規制することは、実現不可能である（「高貴な実験」）。実現不可能なものを無理に国民に強要すれば、さまざまな弊害が生ずる。
〔ケース2〕姦通罪
· 姦通罪（昭和22年改正前の刑法183条）は、配偶者のある女性による姦通を、その夫の告訴があった場合に犯罪とするものである。相手側の男性も処罰される。
· 両性の本質的平等を定める日本国憲法（24条）の制定により、配偶者のある女性の姦通のみを処罰する姦通罪を維持することができなくなったので、男性の姦通も処罰することとするか、あるいは姦通罪を廃止するかが議論された（後者の方法で改正された）。

· 姦通罪の廃止は、姦通を法的に許容することを意味するものではない（婚姻の本質的効果として、民法上、夫婦は相互に貞操義務を負い、その違反は、不貞な行為として、離婚請求の原因事由となる（民法770条1項））。
〔ケース3〕国民年金保険料に関する問題
· 「特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律」は、国民年金制度の発展過程において生じた特別な事情に鑑み、障害基礎年金等の受給権を有していない障害者に対して、特別障害給付金を支給するものであり、あくまで福祉的措置であって、保険料を納めていない者に年金を支給するものではないので、公平性という観点からは特に問題はない。
· 「北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律」は、拉致期間を国民年金の被保険者期間とみなし、国がその期間に係る保険料に相当する費用を負担すること等により年金額を改善するものであり、保険料を納めていないにもかかわらず納めたこととみなしていることから、公平性という観点から議論がある。もっとも、拉致問題が、他国の国家的犯罪による被害であるというきわめて特殊な事例であることを考慮したうえで、これが公平を失するかいなかを検討しなければならない。
〔ケース4〕財政構造改革の推進に関する特別措置法
· 「財政構造改革の推進に関する特別措置法」は、財政構造改革を推進するため、国の各歳出分野ごとの改革の基本方針と集中改革期間における主要経費の量的縮減目標を定めることなどを内容とするものである。国会による内閣の予算編成権（日本国憲法73条5号）の侵害と見ることもできるし、これが内閣提出法律案として提出されたことを考えれば、内閣による自縛とみることもできる。いずれにせよ、政府の予算編成の基本方針を定めるにすぎないので、法の強要性という観点からも疑義がある。
· この法律は、平成9年12月5日に公布・施行されたのち、平成10年6月5日に、「財政構造改革の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」が公布・施行された。その後、平成10年の参議院選挙の結果から、橋本内閣が退陣し、小渕内閣が成立し、平成10年12月18日に、「財政構造改革の推進に関する特別措置法停止に関する法律」が公布・施行された。結果として、朝令暮改となった。
〔ケース5〕食育基本法
· 「食育基本法」は、法の強要性という観点からは、きわめて疑義がある。
· 食育基本法は、さまざまな責務規定を設けているが、その内容は国が法によって強要するまでもないことである（特に、食育のあり方に関する2条～8条、国民の責務を定める13条、家庭生活に介入する19条など）。単に道徳を法文化しただけである。
· 政府が「食育推進白書」を国会に提出する必要性はあるのか、はなはだ疑わしい（15条関連）。

· 食育推進会議が食育推進計画を作成する必要性はあるのか、内閣総理大臣が報告を受ける必要性はあるか、関係行政機関の長が通知を受ける必要性はあるか、はなはだ疑わしい（16条関連）。都道府県や市町村も食育推進計画の作成について、努力義務を課するが、この必要性も疑わしい（17条、18条関係）。
· 内閣府に食育推進会議を設置し、その会長に内閣総理大臣を充て、内閣に食育担当大臣を設けるが、そのようなものの必要性は、はなはだ疑わしい（26条、29条関連）。

· 国会、内閣総理大臣及び政府が取り組まなければならない政策課題は、きわめて多い。

立法政策論　第9回課題

一般論として、他人に対して、何かをさせたり、何かをさせないようにするためにはどのような方法があるかについて、自由に論ぜよ。
A4で、1枚以内でまとめ、次週の授業時間に提出する。

第11回「法制度設計論各論」について（予告）
· 第11回（6月26日）では、ワーキンググループに対して、受講者が関心をもった具体的な政策分野について、政策提言を行うことを求める。グループごとに、簡潔なレジュメと参考資料を提出されたい。
· ワーキンググループの人数は、1人以上4人以下であれば自由とする。
· 授業時間中の発表そのものは任意であり、発表しないグループを不利に扱うことはない。
· グループごとに、レジュメ（A4で2枚とする）と参考資料（枚数は問わない）を提出する。それぞれに、グループの構成員の氏名・学籍・ログイン名を記載しなければならない。なお、発表そのものは任意であるが、レジュメと参考資料の提出は全グループに求める。
· 研究内容とグループの構成については、6月19日提出の第9回の課題に記載されたい。授業時間内での発表を希望する学生は、必ず、その旨も、第9回の課題に記載する。
· 発表するグループの代表者は、6月26日15時までに、レジュメの原稿（A4で2枚に限る）を指定されたメールアドレス宛てに添付して送信する（ファイル形式は、PDF文書またはWord文書とする）。
· 発表の有無にかかわらず、各グループの代表者は、レジュメ1部と参考資料1冊を、当日に提出する。
· 授業時間中の発表は、各グループそれぞれ10分以内とする。
· 発表に対して、他の受講者や授業担当者がコメントする。
· 条文化までは求めない。
· ワーキンググループや取り組む政策課題は、第6回と第11回とで変更してもよい（同様に、学年末レポートで取り組む政策課題とも一致しなくてもよい）。
· 学期末レポートの課題も、第11回の課題と同様に「受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言」とし、第13回の授業時間中に提出を求める。
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